
「高等学校学習指導要領の改訂に伴う移行措置並びに移行期間中におけ
る学習指導等について」（平成30年８月31日付け30文科初第727号通知）

４ 各教科等の学習指導上の留意事項

(4) 家庭については，本年6月の民法改正により，平成34

（2022）年度から成年年齢が18歳に引き下げられることを踏

まえ，平成30年度以降に高等学校に入学する生徒に対して

消費者教育の充実を図る必要があることから特例を設けて

いるものである。上記の趣旨を踏まえ，平成30年度に高等

学校に入学する生徒に対して，移行期間が開始する前に家

庭の指導を行う場合においても，消費者教育の充実が十分

に図られるよう配慮すること。



教科「家庭」科目「家庭基礎」※科目「家庭総合」も同様の内容
消費者に関連する主な学習内容

○ 次の（1）から（3）までの項目について，持続可能な社会を構築するために実践

的・体 験的な学習活動を通して，次の事項を身に付けることができるよう指導する。

(1) 生活における経済の計画

ア 家計の構造や生活における経済と社会との関わり，家計管理について理解すること。

イ 生涯を見通した生活における経済の管理や計画の重要性について，ライフステージや社会保障制度などと関連付

けて考察すること。

(2) 消費行動と意思決定

ア 消費者の権利と責任を自覚して行動できるよう消費生活の現状と課題，消費行動における意思決定や契約の

重要性，消費者保護の仕組みについて理解するとともに，生活情報を適切に収集・整理できること。

イ 自立した消費者として，生活情報を活用し，適切な意思決定に基づいて行動することや責任ある消費について

考察し，工夫すること。

(3)  持続可能なライフスタイルと環境

ア 生活と環境との関わりや持続可能な消費について理解するとともに，持続可能な社会へ参画することの意義

について理解すること。

イ 持続可能な社会を目指して主体的に行動できるよう，安全で安心な生活と消費について考察し，ライフスタイル

を工夫すること。



教科「公民」科目「公共」

消費者に関連する学習内容

○ 自立した主体としてよりよい社会の形成に参画することに向けて，現実社会の諸

課題に関わる具体的な主題を設定し，幸福，正義，公正などに着目して，他者と協

働して主題を追究したり解決したりする活動を通して，次の事項を身に付けること

ができるよう指導する。

・法や規範の意義及び役割，多様な契約及び消費者の権利と責任，司法参加の意義

などに関わる現実社会の事柄や課題を基に，憲法の下，適正な手続きに則り，法

や規範に基づいて各人の意見や利害を公平・公正に調整し、個人や社会の紛争を

調停，解決することなどを通して，権利や自由が保障，実現され，社会の秩序が

形成，維持されていくことについて理解すること。



教科「保健体育」科目「保健」

ギャンブル等依存症に関連する学習内容

○ 現代社会と健康について，自他や社会の課題を発見し，その解決を目指した活動

を通して，次の事項を身に付けることができるよう指導する。

（ｵ）精神疾患の予防と回復

㋐ 精神疾患の特徴

精神疾患は，精神機能の基盤となる心理的，生物的，または社会的な機能の障害などが原因と

なり，認知，情動，行動などの不調により，精神活動が不全になった状態であることを理解でき

るようにする。

また，うつ病，統合失調症，不安症，摂食障害などを適宜取り上げ，誰もが罹患しうること，

若年で発症する疾患が多いこと，適切な対処により回復し生活の質の向上が可能であることなど

を理解できるようにする。

その際，アルコール，薬物などの物質への依存症に加えて，ギャンブル等への過剰な参加は習

慣化すると嗜癖行動になる危険性があり，日常生活にも悪影響を及ぼすことに触れるようにする。


